
 

法人税法施行令等の一部を改正する政令要綱 

 

一 法人税法施行令の一部改正（第１条関係） 

１ 払込み又は給付を要しないで役務提供の対価として自己の株式を交付する場

合について、増加する資本金等の額、確定数給与に係る費用の額、特定譲渡制

限付株式に係る役務提供費用の額及び資産調整勘定又は差額負債調整勘定の金

額の計算の細目を定めることとする。（法人税法施行令第８条、第 71 条の３、

第 111 条の２、第 123 条の 10 関係） 

２ 適格分割型分割に該当しない分割型分割により金銭等の交付を受けた場合の

配当等の額とみなす金額の計算の基礎となる所有株式に対応する資本金等の額

等の計算における分割法人の前期期末時の負債に株式引受権に係る義務を含め

る等の見直しを行うこととする。（法人税法施行令第 23 条、第 69 条、第 113 条、

第 123 条、第 123 条の９関係） 

 ３ 法人の支給する役員給与における過大な役員給与のうち形式基準について、定

款等により役員に対して支給することができる金銭等につき、その法人の株式又

は新株予約権の数の上限を定めている法人のその株式又は新株予約権に係る限度

額を、その定められた上限及びその支給時等における価額により算定された金額

とする。（法人税法施行令第70条関係） 

 ４ その他所要の規定の整備を行うこととする。 

 

二 租税特別措置法施行令等の一部改正（第２条関係） 

特別事業再編を行う法人の株式を対価とする株式等の譲渡に係る所得の計算の

特例における特別事業再編により取得した譲渡株式等の取得価額の計算等におけ

る負債に株式引受権に係る義務を含めることとする。（租税特別措置法施行令第39

条の10の３、第39条の110、所得税法施行令第61条、法人税法施行令等の一部を改

正する政令（令和２年政令第207号）による改正後の法人税法施行令第119条の３

関係） 

 

三 施行期日 

この政令は、会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第70号）の施行の日

（令和３年３月１日）から施行することとする。（附則第１条関係） 

 


